
２ 東京の水産業が抱える課題
①キンメダイ資源状況の悪化による資源管理の一

層の強化と漁業経営支援
②海洋環境の変化による磯焼けの拡大と磯根資源
の減少、栽培漁業の展開

③多摩川のアユは高水準の遡上が継続

３ 低迷する漁業生産と魚価の向上
①漁業者の高齢化と漁業者数の減少
②漁家・漁協の経営基盤の強化
③内水面水産業の課題
④認知度が低い東京産水産物
⑤販路多角化による需要拡大
⑥不足する加工原料
⑦衛生管理の高度化への対応
⑧ＳＤＧｓへの対応

４ 変化や多様性への対応
①海や川の利用をめぐる新なﾙｰﾙづくり
②漁業者による食育活動や情報発信の取組み

５ 新型コロナウィルスによる影響

１ 世界の水産資源動向と水産物の需給の状況
・世界の漁業・養殖業の生産量は年々増加
・世界の水産資源の多くは満限、あるいはそれ以上に利用

２ 我が国の漁業生産と水産物の需給の状況
・我が国の漁業・養殖業の生産量はS59年をピークとして緩やかに減少
・我が国における魚介類の一人当たりの年間消費量はH13年の
40.2㌔をピークに減少

・肉類の消費量は増加傾向にあり、H23年には１人当たりの年間消費量
が逆転

３ 関係法令の改正や制定
・漁業法改正：適切な資源管理と水産業の成長産業化を両立させるた
め、漁業生産に関する基本的制度を一体的に見直し

・内水面漁業の振興に関する法律の制定

４ 気象変動の影響が顕在化
・気温や海水温が上昇し、大雨の増加や動植物の分布域に変化により
水産業にも影響。

・気候変動への適応を推進するため、気候変動適法が制定

５ デジタル技術の進展
・最先端デジタル技術の進展による、DXの取組推進
・水産業においても資源管理と成長産業化のための技術開発が進展

６ 新型コロナウイルス感染症による影響
・流通・消費形態の変化
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基軸２ 水産業の成長産業化に向けた取組の推進

（1）漁業就業者などの確保・育成
①東京の魅力を活かした効果的な新規就業希望者の確保
②漁業就業者の受入れ体制構築とライフステージを通しての支援

（2）水産業の競争力・体質強化
①漁業経営の安定化
②デジタル技術の導入などによる漁業経営の効率化
③地域連携による生産効率の向上、販売力強化
④流通面でのハンディキャップの克服と販売力強化
⑤激甚化・頻発化する災害への対応
⑥定置網の再開など網漁業の再生支援

（3）内水面水産業の振興
①河川釣場への多様な客層の誘致、魅力的な釣り場環境の整備
②魚類防疫体制の強化、耐病性種苗など優良種苗の安定供給

（4）東京産水産物の競争力向上

①流通の各段階に対応した認知度の取組
②東京産水産物の特徴を生かしたブランディング
③クロマグロのブランド化

（5）海外販路開拓等による販路の多角化
①販路多角化の一環として海外販路の開拓の推進

（6）加工原料の安定供給

（7）衛生管理の強化やSDGsへの対応
①HACCP導入など漁業施設の衛生管理の高度化
②SDGｓに取り組む企業などとの連携や認証制度の効果的活用

基軸３ 多様なセクターとの連携強化による
多面的機能の発揮

（1）河川・海面利用の多様化への対応
①地域や観光と連携した河川や海面におけるルールづくり

②自然学習への取組と情報提供

（2）海洋環境保全などの取組

（3）都民の期待に応える食育活動や情報発信
①漁業者などによる食育活動の方向性
②産地見学会など交流促進と情報発信の多角化

（4）多様な担い手による水産業の活性化検討

基軸４ コロナ禍による市場変化への対応
(1) 販路や販売形態の多角化
(2)漁業者の事業継続

基軸１ 資源の持続性に配慮した漁業の推進

（1）新漁業法下での資源管理の推進
①都の資源管理の方向性
②資源評価対象魚種拡大の動きに対応した調査体制等の充実

③科学的根拠に基づくキンメダイの資源管理の推進
④キンメダイ漁業以外の魚種を対象とした漁業への転換支援

⑤サメなどによる漁業被害の軽減

（2）栽培漁業・漁場造成の方向性
①海洋環境・海洋生物分布状況などの変化の把握
②海洋環境が変化する中での放流魚種、栽培漁業の在り方
③海水温上昇に対応した漁場造成の方向性

（3）江戸前アユの利活用
①堰下に滞留するアユの上流部への遡上
②カワウ等の食害対策

１ 東京の水産業の現状
（１）地域ごとの水産業の特徴
・東京湾から伊豆・小笠原諸島にいたる広大な海域と多摩川、
江戸川などの内水面で特色のある漁業が営まれている

・水産加工業は、伊豆諸島の特産のくさやのほか、漁協女性
部などで学校給食への提供や低未利用魚を活用した商品開
発の取組み

（２）漁業生産の推移
・平成30年の海面漁業生産量は3,293㌧、生産額40億円
・ここ10年間は、キンメダイの漁獲の増加により3,000~4,000㌧、
生産額は30~40億円で推移

・キンメダイの漁獲が伸びている一方、カツオなどの回遊魚や
磯根資源の減少により、漁業生産量は長期的には減少傾向

・平成30年の内水面の漁業生産は304㌧、養殖生産量は62㌧

（３）流通・消費動向
・都内で水揚げされた水産物は豊洲市場をはじめとする関東
近県の市場を通じて流通し販売

・都政モニターアンケートによると、都民が東京産水産物を
鮮魚店やスーパーで見かけたことがあるとの回答が増加


